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土 地 利 用 事 業 の 基 準

第１ 一般基準、個別基準及び技術基準

土地利用事業の基準は、一般基準、個別基準及び技術基準とする。

第２ 一般基準

土地利用事業の一般基準は、次に掲げるとおりとする。

１ 土地利用事業は、掛川市総合計画、国土利用計画法に基づく市町計画及び掛川市生涯学習

まちづくり土地条例の趣旨に沿って立地されるものであって、次に掲げる地域ごとの承認の

基準に適合するものであること。

(1) 都市地域（用途地域）

市街地としての適正な土地利用を図る土地利用事業であること。

(2) 農業地域（農用地区域）

土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。

(3) 森林地域

ア 保安林及び保安施設地区

土地利用事業の施行は、原則として認めないものとする。

イ 保安林及び保安施設以外の森林地区

次に掲げる森林の区域内においては、原則として土地利用事業は、認めないものとする。

(ｱ) 地域森林計画において、樹根及び表土の保全その他森林の保全に特に留意すべきも

のとして定められている森林

(ｲ) 飲用水、かんがい用水等の水源として依存度の高い森林

(ｳ) 地域森林計画において自然環境の保全及び形成並びに保健休養のため伐採方法を特

定する必要があるものとして定められている森林、生活環境の保全及び形成のため伐

採方法を特定する必要があるものとして定められている森林又は保健保全機能を高度

に発揮させる必要があるものとして定められている森林

(ｴ) 地域森林計画において更新を確保するため伐採方法又は林業者の搬出方法を特定す

る必要があるものとして定められている森林

(ｵ) 優良人工造林地又はこれに準ずる天然林

(4) ３地域（都市地域、農業地域及び森林地域）のうち前各号に掲げる地域以外の地域

掛川市総合計画、国土利用計画法に基づく市町計画及び掛川市生涯学習まちづくり土地

条例の趣旨に沿った土地利用事業以外の土地利用事業の施行は、原則として認めないもの

とする。

２ 施行区域内には、次に掲げる地域を含まないこと。

(1) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）に基づく農用地区域。

ただし、土の採取等、砂利の採取、ごみ若しくは産業廃棄物の埋立てを目的とする事業

で、法令による許認可等が必要な場合は、この限りでない。

(2) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）に基づく特別保護地

区。

(3) 文化財保護法（昭和25年法律第214号）、静岡県文化財保護条例（昭和36年静岡県条例第

23号）及び掛川市文化財保護条例（平成17年掛川市条例第174号）に基づく指定文化財の所

在する地域。ただし、風致景観に著しい影響を与えない事業、公益上必要な事業及び保存

管理計画に沿って認められる事業にあっては、この限りでない。

３ 施行区域内には、原則として次に掲げる区域を含まないこと。

(1) 土地改良事業等の農業に対する公共投資の対象となった農地（採草放牧地を含む。以下

同じ。）、集団的に存在している農地及び農業生産力の高い農地。

(2) 林道整備等の林業公共投資の受益地。
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(3) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）に基づく急傾斜

地崩壊危険区域。

(4) 建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく災害危険区域。

(5) 地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）に基づく地すべり防止区域。

(6) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57

号）に基づく土砂災害特別警戒区域。

(7) 津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）に基づく津波災害特別警戒区

域。

(8) 静岡県建築基準条例（昭和48年静岡県条例第17号）第10条に抵触する区域。

４ 事業者は、第８条第１項及び第13条の承認の申請に当たり、施行区域内のすべての民有地

について地権者の同意が得られていること。また、原則として隣接民有地の地権者及び地元

自治会の同意も得られていること。

５ 第８条第１項の承認の申請に係る土地利用事業に関する工事は、原則として同項の承認後

２年以内に完了するものであること。ただし、静岡県土地利用事業の適性化に関する指導要

綱（以下、「県指導要綱」という。）に該当する土地利用事業はこの限りでない。

６ 事業者は、工事着手前に別記様式により承認者、工事施行者、工事予定期間及び連絡先等

を明記した看板を設置すること。

７ 事業者は、土地利用事業の施行により、電波障害が発生するおそれのある場合は、電波障

害調査を実施するとともに、受信障害対策を講ずること。

８ 事業者は、造成工事及び建築工事に伴い周辺地域に騒音、振動、その他の公害が発生しな

いように十分な対策を講ずること。なお、周辺地域から苦情等が発生した場合は、事業者の

責任において解決すること。

９ 事業者は、掛川市景観条例（平成22年掛川市条例第17号に基づき、周辺景観に配慮した施

設整備をすること。

また、景観計画に規程する届出対象行為に係る景観形成基準を遵守すること。

第３ 個別基準

１ 住宅地１ 住宅地１ 住宅地１ 住宅地（常時居住の用に供する住宅で、マンション以外のものをいう。）の建設の用に供

する目的で行う土地利用事業の個別基準は、次に掲げるとおりとする。

(1) 自然環境の保全のため、自然破壊の防止、植生の回復等に配慮し、建築物その他構築物

の位置、規模、構造及び色彩は、周囲の自然環境に調和したものであること。

(2) １区画の設計は、次のとおりとする。

ア

区分 １区画の面積

第一種低層住居専用地域 最低敷地が定められている場合：最低敷地以上

第二種低層住居専用地域 最低敷地が定められていない場合：概ね200㎡以上

上記以外の用途地域 165㎡以上

準防火地域 150㎡以上

用途地域の定めのない

都市計画区域 概ね200㎡以上

都市計画区域外

(注)概ね200㎡以上：全宅地数の60％以上が200㎡以上で、かつ最小敷地が165㎡以上。なお、

200㎡未満の宅地については、極力南側が道路に接するようにすること。

イ １区画の奥行きは、間口の３倍以上にならないこと。ただし、画地が整った矩形とし

て計画される場合はこの限りでない。

ウ １区画の道路に接する幅員は、３メートル以上とすること。

エ 宅地の形状は、原則として旗竿敷地とすることはできない。ただし、施行区域の形状

等によりやむを得ない場合は、奥１宅地分の旗竿敷地を認める。
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(3) 地元自治会と協議し、所属する自治会を明らかにすること。自治会を新たに形成するこ

とが必要と認められる場合は、集会施設用地を次の基準により確保すること。

ア 区画の設計は前項の基準に準じ、基準面積はおおむね200平方メートル以上とする。

イ 用地の目的上、誘致距離の均衡が図られると認められる位置であること。

ウ 原則として、公園、ごみ集積所等の公共施設に隣接または近接して配置されること。

エ 用地の性質上、敷地が接する道路と宅盤高の差が30センチメートル以下であること。

(4) 緑地等の設置について

ア 事業者は、施行区域内の面積の100分の３以上の緑地等を設置しなければならない。た

だし、0.3ヘクタール未満の宅地分譲事業の場合には、生垣等の宅地内緑地を設置するこ

とで足りる。

イ 事業者は、緑地等を設置するにあたって、市長と緑化協定を締結しなけらばならない。

(5) 水道施設の設置については、掛川市水道部と協議し、給水量及び維持管理の方法等が明

確にされていること。

(6) 水道施設の設置により、給水を受ける場合は、適切に給水量を積算すること。なお、地

下水を利用する場合は、周辺の状況、井戸の構造及び能力から判断して、給水量が十分確

保されるものであること。

(7) 排水路は、原則として開渠とし、排水系統を明確にすること。

(8) 施行区域内のし尿及び雑排水の処理は、各戸毎に浄化槽（処理人口規模の人槽による）

の設置をすること。ただし、公共下水道又は農業集落排水に接続する場合はこの限りでな

い。なお、浄化槽の維持管理については、管理方法等を明確にし、機能が充分発揮できる

ように努めること。

(9) 消防水利は、消防庁が定める消防水利の基準（昭和39年消防庁告示第７号）及び掛川市

土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づく消防指導基準により設置すること。

(10) ごみ集積所については、原則として既存の集積所を使用すること。ただし、入居計画戸

数が40戸以上の場合は、原則として計画戸数40戸に対して１箇所の割合で計画すること。

集積所の面積は１箇所あたり12平方メートルを基本とし、その内に床面積６平方メートル

程度の集積小屋を用意すること。この集積所で資源物を集める場合、小屋の横に集積ネッ

トやコンテナを置くことができるスペースを確保すること。集積所の位置については道路

に接し、ごみ収集車が横づけでき、収集を安全かつ効率的に行うことができる位置に計画

すること。

なお、地元要望がある場合は、この限りでない。

(11) 事業者は、防災上調整池を設置すること。また、事業の施行により下流の河川及び水路

の流下能力が１年確率降雨量に対し不足するときは、その不足部分を改修すること。

なお、流下能力の検討は別記１によること。また、改修規模については別途河川管理者

と協議すること。

(12) 河川の新設又は改修を行う場合の構造は、河川管理施設等構造令（昭和51年政令第199

号）に適合したものであること。

(13) 施行区域又はその周辺若しくは下流の土地に湛水地域がある場合には、事業の施行によ

り施行区域周辺若しくは下流の土地又は河川に対し支障のないよう排水計画が立てられて

いること。

(14) 事業申請に当たり、施行区域における文化財の所在の有無を確認し、文化財が所在する

場合は、文化財保護法第93条第１項の規定により、工事着手60日前に埋蔵文化財発掘の届

出を行うこと。

なお、工事は土地利用承認後に行うこと。また、工事中に埋蔵文化財を発見した場合は、

文化財保護法第96条の規定により、現状を変更することなく掛川市教育委員会へ連絡し、

対応を協議すること。

(15) 施行区域内に介在する国土交通省所管国有財産の取扱いについては、掛川市及び静岡県

と協議すること。

(16) 保安林の境界から20メートル以内の区域は、原則として造成区域から除外すること。
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(17) 造成工事によって生ずる流出土砂の防止施設は、原則として砂防堰堤又は沈砂池とする

こと。なお、流出土砂量の算出及び構造は県指導要綱によること。

(18) 残土又は不足土が生ずる場合には、自然環境の保全及び防災について十分配慮した措置

方法を明示すること。

(19) 切土高及び盛土高は、原則として15メートル以内とすること。

(20) 盛土の法長が20メートル以上となる場合は、原則として法長の３分の１以上に擁壁又は

法枠等の永久構造物により被覆すること。

(21) 公共物として機能を消失しない道路（公図上の赤道）を造成により改廃する場合は、付

替道路を設置すること。

(22) 施行区域内に未買収地があり、当該区域内に介在する道路を廃止することによりその未

買収地が無道路地となるときは、当該道路は廃止しないこと。

(23) 施行区域は、有効幅員が４メートル以上の道路（建築基準法第42条第１項各号に規定す

る道路。以下「道路」という。）に接続しなければならない。

(24) 幹線道路を施行区域外の認定道路に取付ける場合は、道路管理者と協議すること。

この場合において取付け箇所の構造は道路構造令（昭和45年政令第320号）に適合した

ものであること。

(25) 施行区域内の道路は、幹線と支線に区分し、構造は、道路構造令（昭和45年政令第320

号）によること。ただし、位置の指定の道路にあっては、建築基準法施行令第144号の４

昭和25年法律第201号）及び掛川市道路の位置の指定基準によること。

(26) 道路の法面又は道路と接する法面は、地質等を考慮した安全な構造とすること。

(27) 河川又は農業用排水路が汚水及び土砂の流入により影響を受けるおそれのある場合は、

原則として当該利害関係者の同意が得られていること。ただし、放流先水路が農業用水専

用水路を除き、浄化槽を設置する場合はこの限りでない。

(28) 事業者は、当該土地利用事業を行うために必要な資力及び信用があること。

(29) 造成地の分譲等に当たっては、分譲地の取得者に対して、建築協定、建ぺい率、容積率、

建築物の高さ、区画の再分割防止、浄化槽の設置、公園及び調整池の管理、緑地の保全等

について、売買契約書及び重要事項説明書等により説明すること。

(30) 前項に規定する施設の管理については、管理者及び管理方法を定めて、管理責任の所在

を明かにし、該当施設の維持、修繕、災害復旧その他の管理については支障のないよう措

置すること。

(31) 掛川市に帰属することとなる公共施設の管理については、当該施設管理者と管理協定書

を締結すること。

(32) 事業者は、原則として１ｈａ以上の計画地における土地の測量にあっては、掛川市公共

基準点規則に基づいて実施すること。また、これに伴い不動産登記法第14条第１項で定め

られた地図を作成するものとする。

(33) 施行区域内の宅地の配置及び道路の形状を勘案し、ＬＥＤ防犯灯の設置をすること。

なお、設置後の管理は自治会となるため、あらかじめ自治会と協議すること。

２ マンション２ マンション２ マンション２ マンション

マンション（集合住宅）の建設の用に供する目的で行う土地利用事業の個別基準は、次に掲

げるとおりとする。

(1) 駐車場は、原則として戸数分以上を確保すること。

(2) 建築物の管理は、次に掲げる基準によるものとする。

ア 申請者は、近隣関係住民に迷惑を及ぼさない適正な管理規約を作成し、居住者に遵守

させること。なお、管理規約（案）を提出すること。

イ 建築物の譲渡等をする場合は、継承者等に管理規約の内容を徹底し、継承させること。

(3) ごみ集積所については、原則として既存の集積所を使用すること。ただし、入居戸数が

40戸以上の場合は、原則として計画戸数40戸に対して１箇所の割合で計画すること。集積

所の面積は１箇所あたり12平方メートルを基本とし、その内に床面積６平方メートル程度

の集積小屋を用意すること。この集積所で資源物を集める場合、小屋の横に集積ネットや
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コンテナを置くことができるスペースを確保すること。集積所の位置については道路に接

し、ごみ収集車が横づけでき、収集を安全かつ効率的に行うことができる位置に計画する

こと。

なお、地元要望がある場合は、この限りでない。

(4) 地元自治会と協議し、所属する自治会を明らかにすること。自治会を新たに形成するこ

とが必要と認められる場合は、集会施設として活用できる公共スペースを設けること。

(5) 事業者は、自治会の加入等について地元代表者と協議の上、入居者と地域間に問題が起

きないよう努めること。

(6) 前各号に定めるもののほか、１の(1)、(4)から(9)、(11) から(28)及び(31)から(33)に

掲げる基準によること。

３ 工 場３ 工 場３ 工 場３ 工 場

工場の建設の用に供する目的で行う土地利用事業は、原則として都市計画法（昭和43年法律

第100号）第８条に定められている準工業地域、工業地域、工業専用地域、特別工業地区及び

特別業務地区、農村地域工業導入促進法（昭和46年法律第112号）に基づく工業導入等地区に

立地することとし、その個別基準は、次に掲げるとおりとする。

(1) 生産施設、緑地及び環境施設等については、工場立地法（昭和34年法律第24号）の規定

に適合すること。

(2) 大気汚染、水質汚濁等の公害の防止対策に留意するとともに、公害防止を積極的に図る

ための措置を講ずること。

(3) 施行区域内で発生するごみは、法令に従い適正に処理すること。

(4) 前各号に定めるもののほか、１の(1)、(4)から(9)、(11) から(28)及び(31)から(32)に

掲げる基準によること。

４ 産業廃棄物処理場４ 産業廃棄物処理場４ 産業廃棄物処理場４ 産業廃棄物処理場

産業廃棄物による埋立の用に供する目的で行う土地利用事業の個別基準は、次に掲げるとお

りとする。

(1) 新たに、産業廃棄物の最終処分場を設置できるものは、次に掲げるものとする。

ア 掛川市内に本店を有する法人で、掛川市内において５年以上事業を行い適正に事業経

営がされているもの。

イ 掛川市内に現に居住している者で、現在に至るまで継続して10年以上住民登録をして

いる者。

ウ 市長が公益上特に必要と認めるもの。

(2) 産業廃棄物の最終処分場を設置するものは、容量の７割以上を掛川市内から排出される

産業廃棄物の処理に充てるものとする。

(3) 周辺環境の基礎資料として、「静岡県産業廃棄物最終処分場環境調査指針」に記載され

ている項目について環境調査を実施すること。ただし、3,000㎡ 以下の安定型最終処分場

を除く。

(4) 立地に関する基準は、「静岡県産業廃棄物最終処分場の立地に関する基準」に適合する

ものであること。

(5) 構造等に関する基準は、「静岡県産業廃棄物最終処分場の構造等に関する基準」に適合

するものであること。

(6) 維持管理に関する基準は、「静岡県産業廃棄物最終処分場の維持管理に関する基準」に

適合するものであること。

(7) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号）第12条の28の

規定に準じて報告すること。

(8) 大気汚染、水質汚濁、騒音振動防止等の公害防止と周辺環境保全を積極的に図るための

施設を設置すること。

(9) 前各号に定めるもののほか、１の(1)、(4)から(9)、(11) から(28)及び(31)から(32)に

掲げる基準によること。
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５ その他の施設５ その他の施設５ その他の施設５ その他の施設

１から４に掲げる施設以外の施設の設置の個別基準については、その施設の内容により１

から４に掲げる施設の基準に準ずるものとする。

第４ 技術基準

土地利用事業の技術基準は、次に掲げるとおりとする。ただし、法令等による基準がある場

合はその基準とする。

１ 道路設計１ 道路設計１ 道路設計１ 道路設計

(1) 袋地状道路は、河川、がけ地等で道路を延長することが不可能な場合を除き、原則とし

てその終端を敷地境界まで延長しなければならない。

(2) 事業区域内の境界付近に道路計画を定めようとするときは、区域外の建築物が建築基準

法第56条に基づく道路斜線にかからない位置に定めること。

(3) 車道及び歩道は、原則として舗装すること。

(4) 車道の舗装は、道路の通行する車両の種類及び交通量、路床の状況並びに気象状況を勘

案し、交通荷重に耐え、安全かつ円滑な交通を確保しうる構造とすること。なお、設計内

容については、当該施設管理者となるものと協議すること。

(5) 舗装については、アスファルト舗装要綱、簡易舗装要綱又は、セメントコンクリート舗

装要綱（日本道路協会編）を適用すること。

(6) 道路の縦断匂配は、９％以下であること。ただし、地形等によりやむを得ないと認めら

れるときは、小区間に限り12％以下とすることができる。

(7) 道路縦断匂配が６％以上の道路区間にあっては、すべり止め舗装とすること。

(8) 道路の隅切りは、道路構造令によること。

(9) 交差点歩道については、幼児車、障害者の車いす、自転車等の通行に支障のないようス

ロープ等を設けること。

(10) 市に帰属することとなる道路については、事業完了後速やかに当該施設管理者に寄付申

込書を提出し、事務手続きを進めること。

２ 交通安全施設の設置２ 交通安全施設の設置２ 交通安全施設の設置２ 交通安全施設の設置

(1) 通行の安全確保の上で必要と認められるときは、道路構造令及び防護柵設置要綱（日本

道路協会編）に適用した、ガードレール、ガードフェンス等を設置すること。また、屈曲

部及び交差点には、カーブミラー及び反射鏡を設置すること。

(2) 施行区域内の道路及び区域外の道路との取り付け部の交差点は安全な設計とすること。

また、反射鏡、停止指導線（止まれ表示）等の安全施設の設置については、完了検査実施

までに関係課と協議すること。

(3) 幅員９ｍ以上の道路については、センターライン及び外側線の設置を行うこと。

３ 道路構造物３ 道路構造物３ 道路構造物３ 道路構造物

(1) 側溝を有蓋とするときは、原則として10ｍごとに鋼製溝蓋を設けること。

(2) 道路の両端には、現場打ちコンクリート又は蓋がかりのあるコンクリート二次製品等に

より道路側溝を設けなければならない。

(3) 排水施設の合流点は、有効に排水できる構造で設けられていること。

(4) 道路横断部分における排水施設は、原則として暗渠（∆600 以上）とすること。

４ 電柱・電話柱の設置４ 電柱・電話柱の設置４ 電柱・電話柱の設置４ 電柱・電話柱の設置

(1) 電柱・電話柱及び支柱・支線等を設置する場合には、あらかじめ中部電力㈱及び西日本

電信電話㈱と十分協議を行い、設置位置を決定し、道路敷以外に設置すること。

(2) 建柱位置に擁壁等の工作物がかかる場合は、あらかじめ電柱等の設置できる構造としな

ければならない。

(3) 建柱計画図を提出すること。

５ 給水及びガス施設５ 給水及びガス施設５ 給水及びガス施設５ 給水及びガス施設

(1) 給水及びガス施設は、区域内人口、予定建築物の用途等により規定される需要に支障を

きたさないよう市水道部及びガス事業者の指示に従い設置すること。

(2) 市水道部及びガス事業者と協議を行い、埋設位置が道路敷となる場合は、道路管理者と
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なる者と協議を行うこと。

６ 環境保全及び公園等の設計６ 環境保全及び公園等の設計６ 環境保全及び公園等の設計６ 環境保全及び公園等の設計

(1) 土地利用区域内に掛川市指定の保存樹木及び保存樹林を存しないこと。

(2) 優良な樹木の集団又は10ｍを越える樹木が存する場合は、その土地を公園又は緑地とし

てできる限り保存する計画とすること。

(3) 土地利用計画に伴い、開発地周辺における流水形態及び耕作状況を調査し、開発後に影

響がある場合は対策を講ずること。

７ 公園及び緑地等の設計７ 公園及び緑地等の設計７ 公園及び緑地等の設計７ 公園及び緑地等の設計

(1) 公園及び緑地（以下「公園等」という。）は、その性質上、利用者の有効な利用が確保

されるような位置に設けられ、道路に接する場所に計画すること。

(2) 公園等は、著しい狭長又は屈曲のない形状で、原則として平坦地であり、整形な公共空

地であること。

(3) 公園等の境界は、構造物等により明確にし、園内には生垣等を設置すること。また、

出入口には障害者の車いすが通行可能な１ｍの幅を確保し、車止めを設置すること。

(4) 公園内の施設計画等については、関係課と協議すること。

(5) 公園の出入口付近は、障害者の車いすが通行可能な８％以下の勾配とし、交差点及び見

通しのよくない場所は避けること。

(6) 掛川市に帰属することとなる公園等は、事業完了後速やかに公園台帳等を作成し、当該

施設管理者に寄付申込書を提出し、事務手続きを進めること。

８ 地盤の安定８ 地盤の安定８ 地盤の安定８ 地盤の安定

(1) 地盤が軟弱である場合には、地盤の沈下又は施行区域外の地盤の隆起が生じないように、

土の置き換え、水抜きその他の措置が講ぜられていること。

(2) 盛土工事を施工しようとするときは、盛土材料は良質山土を用い、締固めは盛土全体に

及ぶように下から30㎝以下ごとに層状に締固めを繰り返すこと。

(3) 盛土床下面に地下水及び地下浸透水が生じるおそれのある場合、暗渠等を用いて地下水

等を排除すること。

(4) 盛土を施工する地盤にある腐食土、竹林その他有害な雑物は、施工に当たって排除する

こと。

(5) 盛土で施工する地盤の匂配があり、旧地盤の傾斜が15％以上で、盛土厚が２ｍを越える

場合は、段取り等の措置をとること。また、段取りを行った水平面は、排水のため３～５

％の匂配をつけること。

(6) 盛土又は切土により土留壁を設置しなければならないときは、原則としてコンクリート

壁又は練石積の擁壁としなければならい。ただし、練石積で施工する場合は、高さ５ｍ以

下とすること。

９ がけ及び法面の保護９ がけ及び法面の保護９ がけ及び法面の保護９ がけ及び法面の保護

(1) 法面等の匂配は30度以下とし、風化等の侵食を防止するために石張り、芝張り、モルタ

ルの吹き付け等により保護しなければならない。

(2) 法面が長大となる場合は、垂直高さ５ｍ以内ごとに１ヶ所の小段を設け、排水施設を設

置すること。

(3) 法面等を保護する擁壁の設置

ア 擁壁の水抜き穴は、地盤面の壁面積３㎡以内に１ヶ所の割合で内径7.5 ㎝以上の硬質

塩化ビニールパイプ等の材料を用いて施工すること。なお、特に湧水のあるところには

重点的に配置すること。

イ 擁壁の目地は、約15ｍごとに区切り、伸縮目地を設けること。なお、調整池の擁壁目

地には止水目地等の止水対策を施すこと。

ウ 擁壁等の構造は、コンクリート壁にあっては、擁壁・カルバート・仮設構造物工指針

（日本道路教改編）を、また、練石積の擁壁にあたっては、宅地造成等規制法（昭和36

年法律第191号）に定める練石造擁壁の技術基準を適用する。
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10 調整池の設置10 調整池の設置10 調整池の設置10 調整池の設置

(1) 土地利用事業を施行する事業者は、調整池を設置することとし、公園等を兼用しないこ

と。ただし、駐車場等については最高水深が15㎝、施行区域全体での平均水深が7.5㎝以下

であれば、調整池とすることができる。

(2) 掛川市に帰属することとなる調整池については、事業完了後速やかに当該施設管理者に

寄付申込書を提出し、事務手続きを進めること。

(3) 調整池の設計基準

ア 調整池の調整容量は、次式による。

Ｖ ＝（ｒi×ｆ１－ｒc／２×ｆ２）・ｔi・Ａ・1／360

Ｖ ：必要調整容量（‰）

ｆ１：施行後の流出係数（0.9を標準とする。）

ｆ２：施行前の流出係数（0.6を標準とする。）

Ａ ：流域面積（ha）

ｒi ：1／7確率降雨強度（83㎜／hr）

ｒc ：下流無害流量に対応した降雨強度（22㎜／hr）

ｔi ：継続時間（30分＝1800sec）

・放流量の決定

Ｑ ＝1／360・ｆ・ｒc・Ａ

Ｑ ：放流量（‰／sec）

ｆ ：流出係数（0.6）

Ａ ：流域面積（ha）

ｒc：下流無害流量に対応した降雨強度（22㎜／hr）

・放流口断面の決定

Ｑ1＝Ｃ・ａ・ ２×ｇ×Ｈ

よってａ＝Ｑ1／Ｃ・ ２×ｇ×Ｈ

ただしＱ１≦Ｑ

Ｑ1：放流量（‰／sec）

Ｃ ：流量係数（0.6） Ｈ ：水深（HWL－放流口の中心高）

ａ ：放流口断面積（㎡） ｇ ：9.8ｍ／sec
２

＊放流口断面の短辺長は、原則として５cm以上とすること。

・余水吐断面の決定

Ｑ2＝1／360・ｆ・ｒ・Ａ・1.5

Ｑ2＝計画洪水流量（越流量）（‰／sec）

ｆ：施行後の流出係数（0.9）

ｒ ：1／100確率１時間降雨強度（128㎜／hr）

Ａ ：流域面積（ha）

Ｑ3＝2／15・ａ・ｈ・ ２×ｇ×ｈ・（３×Ｂ０＋２×Ｂ１）

Ｑ3＝計画流量（越流量）（‰／sec）

ａ ：越流係数（0.6）

ｈ ：越流水深（HHWL－HWL）

ｇ ：9.8ｍ／sec
２

Ｂ０：下辺越流幅（ｍ）

Ｂ１：上辺越流幅（ｍ）

＊1 最少越流幅(B０)は原則として、２ｍ以上とすること。

＊2 余裕高は、原則として５cm以上とすること。
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イ 放流口前には泥だめを設けること。また、放流口には放流口断面寸法を加工したステ

ンレス板を密着させ、固定式スクリーンを設置すること。（固定式スクリーンはφ５mm

以上のステンレス棒とし、網目は放流口の断面寸法とし、表面積は放流口断面積の20倍

以上とすること。）

ウ 調整池内には、管理施設としてスロープ又はタラップを設置すること。

エ 調整池は、適切な維持管理ができる道路（管理用道路を含む。）に接していること。

オ 調整池床は、原則としてコンクリート打ちとすること。

カ 調整池床には、導水路の設置又は放流口に向けて勾配を付ける等の流水対策を講ずる

こと。

キ 調整池のLWLは、放流先河川の１年確率降雨量（22mm／hr）に対応するHWL以上とする

こと。

ク 調整池は、原則として整った矩形の敷地を確保すること。

ケ 調整池の周囲には、安全対策としてフェンス等を設置し、管理用の出入口（門扉）を

設け施錠できる構造とすること。なお、ネットフェンスを設置する場合は、錆びないも

のを使用すること。

コ 土地利用区域内に直接放流区域がある場合は、直接放流区域面積を全体土地利用面積

の10％以内とし、別記２の水理計算により設計すること。


